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「
平
成
26
年
度
税
制
改
正
大
綱
」
は
去

る
12
月
12
日
、
与
党
で
あ
る
自
民
・
公

明
両
党
に
よ
り
決
定
、
公
表
さ
れ
た
。

東
日
本
大
震
災
の
影
響
を
受
け
復
興
財

源
確
保
法
な
ど
に
分
断
さ
れ
た
一
昨
年

の
税
制
改
正
、
年
末
総
選
挙
と
政
権
交

代
を
う
け
て
大
綱
発
表
が
１
月
24
日
に

ず
れ
込
ん
だ
昨
年
の
こ
と
を
思
え
ば
、

平
時
に
戻
っ
た
印
象
で
あ
る
。

　

と
は
い
え
、
平
成
26
年
度
税
制
改
正

大
綱
も
10
月
１
日
に
発
表
さ
れ
た
「
民

間
投
資
活
性
化
等
の
た
め
の
税
制
改
正

大
綱
」（
秋
の
大
綱
）
と
の
２
本
建
て

で
あ
る
。
ま
た
、
昨
年
の
税
制
改
正
が

日
本
版
Ｉ
Ｓ
Ａ
（
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
）
の
創
設

や
相
続
税
増
税
、
祖
父
母
か
ら
孫
へ
の

教
育
資
金
の
一
括
贈
与
の
非
課
税
措
置

な
ど
、
Ｆ
Ｐ
業
務
に
大
き
な
影
響
を
与

え
る
内
容
を
含
ん
で
い
た
こ
と
に
比
べ

る
と
い
さ
さ
か
小
ぶ
り
な
も
の
と
な
っ

て
い
る
。

　

そ
れ
で
も
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
使
い
勝
手

の
拡
大
や
確
定
拠
出
年
金
の
拠
出
限
度

額
の
引
上
げ
な
ど
、
Ｆ
Ｐ
業
務
に
影
響

を
与
え
る
と
思
わ
れ
る
改
正
も
含
ま
れ

て
い
る
。

銀
行
に
朗
報
!?

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
金
融
機
関
変
更

　

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ（
少
額
投
資
非
課
税
制
度
）

は
平
成
25
年
度
の
税
制
改
正
で
創
設
が

決
ま
り
、
昨
年
の
10
月
か
ら
口
座
の
申

込
受
付
が
始
ま
っ
た
。
銀
行
・
証
券
各

社
が
、
口
座
獲
得
競
争
を
展
開
し
た
結

果
、
昨
年
末
時
点
で
の
口
座
開
設
数
は

約
４
７
５
万
件
に
の
ぼ
っ
た
（
１
月
23

日
・
国
税
庁
発
表
）。

　

報
道
を
見
る
限
り
、
こ
の
約
４
７
５

万
件
の
う
ち
、
証
券
会
社
全
体
で
約
３

２
０
万
口
座
を
獲
得
し
て
い
る
。
メ
ガ

バ
ン
ク
の
獲
得
口
座
数
も
大
き
い
と
見

ら
れ
、
系
列
証
券
会
社
と
協
調
路
線
を

と
っ
た
と
こ
ろ
も
あ
る
と
こ
ろ
か
ら
、

証
券
会
社
、
メ
ガ
バ
ン
ク
の
１
人
勝
ち

な
ら
ぬ
２
人
勝
ち
の
様
相
を
呈
し
て
い

る
も
の
と
み
ら
れ
る
。

　

改
正
前
の
制
度
で
は
、
制
度
が
始
ま

る
平
成
26
年

か
ら
４
年
間

は
口
座
開
設

金
融
機
関
の

変
更
が
で
き

な
い
こ
と
に

な
っ
て
い
た

の
だ
か
ら
、

改
正
が
行
わ

れ
な
け
れ
ば

昨
年
末
の
時

点
で
Ｎ
Ｉ
Ｓ

Ａ
口
座
獲
得

競
争
の
勝
敗

は
す
で
に
決

し
て
い
た
の

で
あ
る
。

　

こ
の
場
合
、

口
座
獲
得
競
争
に
出
遅
れ
た
銀
行
、
二

の
足
を
踏
ん
だ
信
用
金
庫
は
言
う
に
及

ば
ず
、
目
標
に
届
か
な
か
っ
た
証
券
会

社
な
ど
に
挽
回
の
道
は
残
さ
れ
て
い
な

か
っ
た
。
毎
年
の
預
金
や
預
か
り
資
産

の
流
失
を
、
な
す
術
も
な
く
見
守
る
し

か
な
か
っ
た
の
だ
。

　

と
こ
ろ
が
、
１
年
ご
と
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

口
座
を
開
設
す
る
金
融
機
関
を
変
更
で

き
る
と
な
れ
ば
状
況
は
一
変
す
る
。
戦

略
を
再
構
築
し
、
魅
力
あ
る
投
資
信
託

や
諸
サ
ー
ビ
ス
を
メ
ニ
ュ
ー
に
加
え
て

来
年
以
降
の
口
座
獲
得
を
目
指
す
こ
と

が
で
き
る
か
ら
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
言
え
ば
、
現
在
は
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ

口
座
に
入
れ
ら
れ
な
い
公
社
債
投
信
や

国
債
等
の
債
券
を
組
入
れ
対
象
に
加
え

る
こ
と
も
検
討
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
が

実
現
す
れ
ば
、
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
の
利
便
性
は

飛
躍
的
に
向
上
す
る
。
現
在
の
上
場
株

式
・
公
募
株
式
投
信
と
別
枠
と
な
れ
ば

な
お
さ
ら
で
あ
る
。

　

い
ず
れ
に
せ
よ
、
金
融
機
関
の
変
更

が
可
能
に
な
っ
た
こ
と
で
、
投
資
家
は

毎
年
、
ど
の
金
融
機
関
に
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
口

座
を
開
設
す
る
か
悩
む
こ
と
に
な
る
。

そ
の
相
談
相
手
が
Ｆ
Ｐ
と
な
る
の
は
自

然
な
展
開
だ
ろ
う
。
Ｆ
Ｐ
の
顧
客
の
属

性
に
沿
っ
た
的
確
な
ア
ド
バ
イ
ス
が
求

め
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

た
か
が
４
０
０
０
円
で
は
な
い
!?

確
定
拠
出
年
金
拠
出
額
の
引
上
げ

　

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
の
拠
出
限
度

額
が
、
他
の
企
業
年
金
が
な
い
場
合
で

５
万
１
０
０
０
円
か
ら
５
万
５
０
０
０

円
に
、
他
の
企
業
年
金
が
あ
る
場
合
が

２
万
５
５
０
０
円
か
ら
２
万
７
５
０
０

円
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

　

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
で
は
、
平
成

24
年
１
月
か
ら
加
入
者
の
マ
ッ
チ
ン
グ

拠
出
が
事
業
主
掛
金
額
を
上
回
ら
な
い

範
囲
内
で
認
め
ら
れ
て
お
り
、
今
回
の

改
正
は
企
業
側
、
加
入
者
ど
ち
ら
に
も

適
用
で
き
る
。

　

こ
こ
で
は
、
拠
出
額
の
ア
ッ
プ
分
を

「
た
か
が
４
０
０
０
円（
２
０
０
０
円
）」

と
思
わ
な
い
こ
と
で
あ
る
。
企
業
型
確

定
拠
出
年
金
は
、
60
歳
〜
65
歳
（
本
年

１
月
１
日
以
降
、
加
入
者
資
格
喪
失
年

齢
を
60
歳
か
ら
65
歳
の
間
で
各
企
業
が

規
約
で
定
め
る
こ
と
が
可
能
に
な
っ
て

い
る
）
ま
で
数
十
年
間
に
わ
た
っ
て
運

用
す
る
も
の
で
あ
る
。
４
０
０
０
円
は

年
間
４
万
８
０
０
０
円
、
30
年
間
で
は

１
４
４
万
円
に
も
な
る
。

　

運
用
次
第
で
は
、
大
き
な
成
果
を
発

揮
で
き
る
し
、
今
後
も
拠
出
限
度
額
は

拡
大
さ
れ
る
可
能
性
が
高
い
。
そ
の
都

度
、
拠
出
額
を
増
や
し
て
い
け
ば
、
さ

ら
に
大
き
な
成
果
が
期
待
で
き
る
。

　

企
業
型
確
定
拠
出
年
金
の
投
資
教
育

も
Ｆ
Ｐ
の
仕
事
の
ひ
と
つ
で
あ
る
。
ま

た
個
人
型
の
普
及
も
Ｆ
Ｐ
の
役
割
に
期

待
す
る
と
こ
ろ
大
で
あ
る
。

＊

　

そ
の
ほ
か
の
改
正
内
容
の
重
要
事
項

は
、
本
特
集
で
確
認
し
て
ほ
し
い
が
、

今
年
は
４
月
か
ら
消
費
税
が
ア
ッ
プ
す

る
。
そ
れ
に
合
わ
せ
て
住
宅
ロ
ー
ン
控

除
が
拡
大
さ
れ
る
。「
す
ま
い
給
付
金
」

も
始
ま
る
。
来
年
か
ら
は
相
続
税
も
大

き
く
変
わ
る
。
今
年
は
、
さ
ま
ざ
ま
な

テ
ー
マ
で
Ｆ
Ｐ
の
真
価
が
問
わ
れ
る
年

で
あ
る
。�

（
岡
本
英
夫
）

　平成25年12月12日、与党自民党・公明党により「平成26年度税制改正大綱」が決定された。今
回の大綱は、本大綱に先立つ10月１日に発表された「民間投資活性化等のための税制改正大綱」（秋
の大綱）との２本建てであり、アベノミクスを後押しする企業優遇税制を中心に構成されている点が
大きな特徴だ。本ワイド特集では、改正項目について「個人所得課税」「金融証券税制」「土地・住宅
税制」「相続税・贈与税」「法人税制」「その他税制」に分け解説する。

ＦＰが押さえておきたい
平成26年度税制改正大綱

のポイント

執筆・監修　柴原一税理士事務所

平
成
26
年
度
税
制
改
正
大
綱
を

読
む
！

Ｆ
Ｐ
に
朗
報
、Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
・
確
定
拠
出
年
金
の
制
度
拡
充

【序論】

平成26年度税制改正大綱の主な項目一覧表Chapter1
平成26年度税制改正大綱主要項目の解説Chapter2
平成25年までに改正された税制改正項目一覧表Appendix

図表　企業型確定拠出年金の拠出限度額の変遷
経　過 他の企業年金なし 他の企業年金あり

2001年10月（スタート時） 月額　36,000円 月額　18,000円
2004年10月 月額　46,000円 月額　23,000円
2010年１月 月額　51,000円 月額　25,500円
2012年 マッチング拠出・資格喪失年齢の引上げ（60→65歳）
2014年改正 月額　55,000円 月額　27,500円

平成26年度税制改正大綱のポイント
ワイド特集 FPが押さえておきたい
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